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はじめに

合併農協､ とくに農村地域では､ 合併等に

よる組合員と農協との関係の希薄化や農業所

得の減少等に伴う地域農業の衰退によって､

事業量が縮小した結果､ 農協の収支が深刻化

している組合が少なくないとみられる｡ 今回

は､ 組合員の意見を吸収する機会を増やし､

組合員の視点から事業方式を見直すことによっ

て､ これらの問題の克服を目指している高知

県JA四万十の中期３か年計画を紹介するこ

とにしたい｡

１ 地域と当農協の概況

JA四万十は､ 99年にJA四万十 (管内は当

時の窪川町) とJA大野見 (管内は当時の大

野見村) が合併して設立された｡ その後の市

町村合併により､ 現在は､ 四

万十町の窪川地域と､ 中土佐

町の大野見地域が管内である｡

窪川地域と大野見地域は､

四万十川流域に位置している｡

管内の地形は､ 大きく､ 標高

230～300メートルの台地部と､

土佐湾に面した海岸部とに分

けられる｡ 台地部では水稲､

にら､ しょうがの栽培に加え

て畜産も盛んである｡ 仁井田

米としてブランド化されてい

る米は食味の評価が高く､ ま

た窪川地域は全国有数のしょ

うが産地である｡ 一方､ 海岸

部ではみょうがやピーマンを

中心に施設栽培が行われてい

る｡

野菜栽培が盛んであること

を反映して､ 当農協の正組合員１人当たりの

野菜の販売・取扱高は全国の2.5倍である

(第１表)｡

2000年のデータであるが､ 管内の総世帯数

は6,441戸であり､ このうち28.6％に相当す

る1,847戸が農家である｡ 総農家のうち半数

近くの45.9％が第２種兼業農家である一方で､

専業農家が27.2％と四分の一強を占めている｡

05年度末の組合員数は5,823人であり､ こ

のうち約７割に相当する4,072人が正組合員

である｡

大きな特徴は､ 事業総利益に占める販売事

業総利益の割合が､ 全国の6.6％に対して､

当農協では19.9％と高いことである｡ これは

農産物の販売を媒介として､ 組合員と農協が

結びついている面が強いことを示している｡

組合員の視点から事業方式の再構築を目指すJA四万十

農農協協のの中中期期的的課課題題

第１表 ＪＡ四万十の概要 (2004事業年度)

資料 四万十農業協同組合 『協同のあゆみ』 (総代会資料)､ 同 『JAしまんとの現況』
農林水産省 『総合農協統計表』 農林統計協会

(注) **は全国の事業管理費比率の実数｡

単

位

実 数 実 数
単

位

正組合員１人当たり
事業量､ 利益等

(*は正組合員千人当たり)

Ｊ Ａ
四万十 全国計 Ｊ Ａ

四万十 全 国 全国比較

ａ ｂ ａ/ｂ(倍)
組合員数合計

人
5,892 9,145,856

人
－ － －

うち正組合員 4,155 5,054,943 － － －
職員数 138 240,435 33.2* 47.6* 0.7
事業所数 店 7 21,399 店 1.7* 4.2* 0.4
出資金

億

円

5 15,427

万

円

13 31 0.4
貯金残高 282 776,931 678 1,537 0.4
貸出金残高 39 212,084 95 420 0.2
長期共済保有高 1,786 2,127,966 4,299 4,210 1.0
販売・取扱高 43 46,030 104 91 1.1
うち米 2 10,242 4 20 0.2
野菜 26 12,462 62 25 2.5
畜産物 16 11,856 37 23 1.6

購買品供給・取扱高 24 35,253 57 70 0.8
事業総利益 12 20,203 28 40 0.7
事業管理費 11 18,827 27 37 0.7
事業利益 1 1,376 2 3 0.6
経常利益 1 2,068 2 4 0.5
事業総利益合計に占める
販売事業総利益の割合 ％ 19.9 6.6 ％ 42.4 6.5 6.5

事業管理費比率 94.0 93.2 94.0 93.2** 1.0

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。
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2 中期３か年計画策定のプロセス

当農協では､ 今期 (05～07年度) ３か年計

画の策定に当たり､ 学識経験者２名､ リーダー

格の生産者２名､ 中央会１名から構成される

経営アドバイザー会議に諮問した｡ 経営アド

バイザー会議は､ 合併時に掲げた当農協の理

念に照らして､ 現状と問題点を整理し､ 課題

とその解決方法を提言した｡ この提言を受け

て､ 農協が３か年計画を作成し､ 具体的なス

ケジュールを設定する､ というプロセスをとっ

た｡

3 計画策定時の問題点

今期の計画策定に当たって､ 経営アドバイ

ザー会議が提出した 『｢四万十農業協同組合｣

経営改革への提言』 では､ 地域農業､ 農協経

営､ 組織の観点から､ 当時の問題点を次のよ

うに整理している｡

(1) 地域農業の問題点

地域農業は､ 農業者の高齢化が進んだこと

に加えて､ 米やしょうがといった基幹作物の

価格低迷によって､ 生産者や作付面積が減少

し､ 地域の農業生産が低迷していた｡ 高知県

農協中央会の試算では､ この傾向は今後一層

強まると予測された｡

具体的には､ 90年から00年の10年間に農家

戸数は15.1％減少し､ 農業就業人口は19.4％

と約２割減少した｡ とくに､ 60歳未満の農業

就業人口は10年間に42.1％と著しく減少した｡

この結果､ 農業就業人口に占める60歳以上の

割合が高まり､ 90年の52.7％から､ 2000年に

は66.1％となった｡ また､ 耕作放棄地が90年

の25ヘクタールから00年には75ヘクタールへ

と３倍に拡大した｡ 農業粗生産額は､ 90年か

ら00年の10年間に､ 90年の四分の一に相当す

る21億円が減少した｡

(2) 農協経営の問題点

ａ 経営理念との乖離

当農協では､ 合併時に次のような経営理念

を掲げた｡ ｢透明な水と肥沃な土､ 燦々たる

ひかり､ それらが織り成す農耕文化の継承｣

｢空青き四万十大地にみのる21世紀の創造的

な生命産業としての農業発展｣ ｢すべての人々

のライフサイクルに応じて芽吹く心ゆたかな

《共生の郷》づくり｣ ｢この道標のもとに私

たちは協同の絆を強めここに美しい地域環境

保全JAを築く｣､ というものである｡

しかし､ 前期３か年計画をこの理念に照ら

してみると､ 環境保全の視点が弱いこと､ 共

生の郷づくりへの取組みが不十分､ 計画にお

ける協同活動の強化の位置づけが不明確､ と

いった乖離がみられた｡

ｂ 組合員と農協との関係の希薄化

基幹作物の価格低迷に加え､ 広域合併によっ

て組合員と農協との関係が希薄化し､ 組合員

の農協離れが大きな問題となっていた｡ それ

は米の集荷率が約３割と低いことに顕著に現

れている (残りは縁故米等とみられている)｡

生産量の減少と相まって､ カントリー・エレ

ベーターの利用率は､ 95年度の74％から03年

度には37％へと二分の一の水準まで落ち込ん

だ｡

ｃ 経営悪化

農協利用率の低下と農業生産の低迷の結果､

農協の事業量は減少し､ 経営悪化をもたらし

ていた｡ 事業利益は､ 02年度は事業管理費の

圧縮により黒字に転じたものの､ 99年度から

01年度までは３期連続で赤字となっていた｡

(3) 組織の問題点

組合員と農協との関係の希薄化を反映して､

組合員から､ 合併後､ ｢職員の顔がみえない｣

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。
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との指摘があった｡ また組合員が参加する組

織活動が､ 作物部会中心になっており､ 集落

に根ざした組織や活動が少なく､ 組合員の参

加も停滞気味であった｡

4 第４次中期３か年計画 (05～07年度) の

内容

このような状況認識に基づいて策定された

中期３か年計画における４つの基本方向とそ

れぞれの経営戦術について､ 注目点を紹介す

る (第２表)｡

(1) 組合員参加による健全経営の確立

この基本方向は､ 農協の原点である組合員

と農協との関係が希薄化した反省と､ 事業利

益が３期連続で赤字となった危機感を反映し

たものであり､ 最も重要な課題に位置づけら

れている｡

この基本方向を実現するための戦術は､ 参

加促進によって組合員の意見や要望を組合の

事業内容に反映させ､ 利便性を高めるととも

に､ 店舗の統廃合など現状に合わせて機能の

見直しを行うというものである｡

組合員の意見や要望を吸収するために､ 運

営委員会とモニター制度を活用している｡

運営委員会は､ 管内の181の集落から１名

ずつ選出された運営委員が支所単位で地区運

営委員会を開催する｡ さらに地区運営委員長

が集まって､ 本所運営委員会を開催して､ 意

見や要望を集約するというものである｡ 地区

運営委員会は年に３～４回開催され､ 主に営

農や経済事業について話し合いを行っている｡

また収支改善の一環として役員数を削減し

たが､ それによって組合員の意思が反映され

にくくなることを防ぐために､ 組合員の中か

らモニターを抽出してアンケートを行うこと

にした｡ 購買事業や販売事業について意見を

聞き､ その結果を事業運営に反映させている｡

さらに組合員の利便性を向上させるために､

営農相談や資材購買等の事業の垣根を越えて､

第２表 ＪＡ四万十第４次中期３か年計画 (05～07年度) の基本方向と経営戦術

基本方向(1) 組合員参加による健全経営を確立する
基本方向(2) 環境保全・資源循環型農業を基本とする地域
農業を営農指導部門と経済事業部門が一体となって振興する

(経営戦術)
・組合員参加・参画型の事業体制による利用率の向上
・事業の効率化､ 専門化､ 営業力の強化による各事業の採算
性の確保と財務の健全化
・営農と経済事業の連携強化を図る機能の統合
・各事業機能再編 (営農指導事業､ 購買事業､ 販売事業､ 信
用事業､ 共済事業)

(経営戦術)
・営農経済渉外員､ 販売渉外員を配置し出向く体制の強化
・環境保全を意識した農業振興と安心・安全な農産物の生産
・多様な営農主体の参加による ｢地消地産｣ の推進
・生産情報の把握による営農指導の強化と指導・購買・販売
部門が一体となった集落営農､ 地域営農への支援
・都市との連携による直販事業の拡大を軸とした独自の販路
拡大
・生産資材コストの削減・環境保全に配慮した生産資材の提
供・利用しやすい店舗展開

基本方向(3) 持続可能な地域､ 豊かなライフサイクルを目
指した生活文化運動､ 教育活動､ 福祉等の取り組みを行い､
行政や多様な組織と共同を図る

基本方向(4) 地域密着性を生かした新たな ｢人と人との結
集軸｣ づくりを目指した組合員交流の多様な場の設定､ 相互
扶助活動を担う人材を育成､ 全役職員参加のふれあい活動を
行う

(経営戦術)
・生活支援活動と地域の環境保全
・農耕文化の継承と農村的生活様式の復興
・各種文化､ 教育活動の実施

(経営戦術)
・組合員同士の相互支援､ 協力と多様な場の設定
・組合員の相互扶助活動を担う人材育成
・職員能力向上とその発揮
・全職員参加のふれあい活動

資料 四万十農業協同組合 『JA四万十第４次中期３か年計画』

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。
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１か所で相談に対応できるように､ 営農総合

センターを設置し､ 職員と機能を集中させた｡

同時に､ 営農・経済関連の全職員を対象に､

営農指導に関する勉強会を毎月開催し､ 誰で

も組合員からの営農相談に対応できる体制を

目指している｡

また収支改善策の１つとして支所の統廃合

を計画しており､ 支所機能を補完する方法と

合わせて､ 現在検討を行っている｡

(2) 営農・経済部門が一体となって環境保全・

資源循環型農業を振興する

この基本方向の実現のための戦術で注目さ

れるのは､ ｢営農経済渉外員､ 販売渉外員を

配置し出向く体制の強化｣ である｡ 営農経済

渉外員の配置は､ 組合員から ｢職員の顔がみ

えない｣ 状況の改善や､ 担い手への支援を目

的としている｡

特徴的な点は､ 農産物を直接販売するため

の営業職員である販売渉外員の配置である｡

天皇献上米に選ばれるほどの良質米産地であ

りながら､ 仮渡金の低さが農協の米の集荷率

低下の一因となっていた｡ そこで､ 生産者の

手取りを増やすために､ 販売渉外員を配置し､

農協が生産者から買い取り､ 精米して付加価

値をつけたものを､ 量販店や外食業者等の実

需者に直接販売する体制とした｡

米担当に２人､ 野菜担当に１人の販売渉外

員を配置し､ 実施初年度の05年度は､ 米の集

荷量の約三分の一をこの方式で販売した｡ 生

産者の手取り (重量当たり単価) を､ 受託販

売のみであった前年平均の約1.2倍の水準と

した結果､ 集荷量は増え､ カントリー・エレ

ベーターの利用率は前年比32％上昇した｡

(3) 持続可能な地域､ 豊かなライフサイクル

を目指す

この基本方向実現のための戦術の中で注目

されるのは､ 生活支援活動である｡ 具体的に

は宅老所の運営や地域の助け合い活動などで

ある｡ これらは女性部が中心となって行って

いるが､ 当農協では役員のうち２名を女性と

し､ 女性の意見を農協運営に積極的に活用し

ようと努めている｡

(4) 地域密着性を生かした新たな ｢人と人と

の結集軸｣ づくりを目指す

この基本方向の実現のための戦術として､

組合員相互の協力促進を盛り込んでいる｡ 具

体的には､ 農協が組合員のグループ活動の事

務局となったり､ 集落やグループのリーダー

の育成を心がけている｡

また職員の能力向上のために､ 能力育成型

人事評価制度や､ よいアイディアに報奨金を

出す奨励金制度の導入､ 職場単位での内部研

修会の実施等を行っている｡

さらに組合員と職員との結びつきを強める

ために､ 職員が集落の会合や活動に積極的に

参加している｡

特筆すべきは､ 組合員との関係を見直す過

程で､ 03年に職員が自発的に職場改善委員会

を立ち上げたことである｡ 改善の成果は､ 組

合員からの好意的な評価となって現れてきて

いるとのことである｡

おわりに

このように当農協の中期３か年計画では､

組合員との関係が希薄化した反省から､ 営農

指導と経済事業の一体化による利便性の向上､

生産者手取りの増加のための直接販売体制の

構築､ 職場改善など､ 組合員の視点で､ 従来

の事業方式を見直し､ 再構築を図っている｡

(尾高恵美)

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。




